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提唱者はジョン・Ｆ・ケネディ米大統領。

「チャレンジドをＴＡＸペイヤーに」

チャレンジド 〈challenged〉
神からチャレンジすべき課題を与えられた人

1962年の議会において、

と訴える際に初めて使用された。

「障がい者も健常者と変わらず

納税できるような社会を作るべき」
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読売新聞

戦争責任検証委員会

2006.10.10
中央公論新社刊

戦争

抑圧

暴力

検証戦争責任
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国体の自覚

そもそも社会主義・無政府主義・共産主義などの異常に過激な思想は、究極にはすべて西洋文化思想の根底をなす個人主

義に基づくものであり、その現れ方にいろいろな種類があるだけのことである。個人主義を基本におくヨーロッパ諸国、アメリカ

においても、共産主義に対しては、これを受け入れずに、今ではその本来の個人主義を棄てようとして、全体主義・国民主義が

急激に勢力を増していき、ファッショ・ナチスが台頭することともなった。つまり、個人主義の行き詰まりは、ヨーロッパ諸国、アメ

リカにおいても、わが国においても、同じように思想上・社会上の混乱と転機の時期を招いてきているということができる。長い

間、個人主義の下にその社会・国家を発達させてきたヨーロッパ諸国、アメリカが、今日の行き詰まりからどうやって解決の方

法を見いだすかの問題はしばらく置き、わが国に関する限り、本当にわが国が独自の立場に還り、万古不易（いつまでも変わ

らない）の国体を発展・進歩させていき、すべての国が追いつけないようにし、よく本来の姿を現し、しかも頑なに古いものに執

着し、新しいものを受け入れようとしない態度を捨てて、ますますヨーロッパ・アメリカの文化を、その不純な部分は捨て、純粋

な部分を取り入れていくことに努力し、

本筋を立てて末節の部分も活かしていく、聡明で度量が大きく心が広い日本を建設していくべきである。

建国の由来を明らかにし、その精神を発展・進歩させていくとともに、

国民に日本人としての自覚と努力を促すことを目的とした

国体の本義 文部省教学局編纂 内閣府印刷局発行 1937年（昭和12年）
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アティテューディナル・ヒーリング（ＡＨ）というのは、心の平

和を唯一の目的とし、自分の責任で心の姿勢（アティテュー

ド）を選び取っていくというプロセスです。

恐怖や不安、怒りや自責の念という感情にとらわれて「敵」

のいる人生を過ごしていくのか、それとも、こういった感情を

手放して無条件の愛を感じながら生きるのか、という選択は

、個人の力で自由にできるという信念がその根底にありま

す。前者の心の姿勢を「怖れ」と呼び、後者を「愛」と呼びま

す。「怖れ」を否定するのではなく手放すことが、アティテュ

ーディナル・ヒーリング（ＡＨ）の中核です。

（ＡＨジャパン ホームページより）

心の平和（アティテューディナル・ヒーリング（ＡＨ））
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子ども

批判ばかりされた 子どもは 非難することを おぼえる

殴られて大きくなった 子どもは 力に頼ることを おぼえる

笑いものにされた 子どもは ものを言わずにいることを おぼえる

皮肉にさらされた 子どもは 鈍い良心の もちぬしとなる

しかし、激励をうけた 子どもは 自信を おぼえる

寛容にであった 子どもは 忍耐を おぼえる

賞賛を受けた 子どもは 評価することを おぼえる

フェアプレーを経験した 子どもは 公正を おぼえる

友情を知る 子どもは 親切を おぼえる

安心を経験した 子どもは 信頼を おぼえる

可愛がられ 抱きしめられた 子どもは 世界中の愛情を 感じとることを おぼえる

（川上邦夫訳「あなた自身の社会ースウェーデンの中学校教科書」１９９７年新評論より）
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教育と協働による改革

人間の尊厳に着目した改革
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ＩＣＴを使って児童が教え合い、学び合う「協働教育」を

推進

手と手をつなぐ教育

支え合う教育解決型の教育

未来の学校 Future school ⑨
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「緑の分権改革」の推進による地域の成長
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～「緑の分権改革」（エネルギー・植生の分権的コントロール）～

集中・独占・大規模

エネルギー

分散・共同・小規模

私たちはエネルギーを作り地球環境に責任を持つ権利を持つ

エネルギー政策のパラダイム・チェンジ
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「エネルギー」 ＝ 「権力」

太陽･水

固定化

穀物･植物

エネルギー政策のパラダイム・チェンジ

の独占エネルギー

の象徴権力
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○ 地域においては、少子高齢化・人口減少社会が到来する中にあって、厳しい財政制約の

下で、地域主権の確立、低炭素型社会への転換等の改革の推進が強く求められている。

１ 緑の分権改革とは

○ 地域主権の確立のため、義務付け・枠付けの見直し、基礎自治体への権限移譲、国直轄

事業負担金の廃止、補助負担金の一括交付金化、出先機関の見直し、国と地方の協議の

場の法制化等を目指す。これらにより、住民自治、地方公共団体の権限と責任は飛躍的

に高まるもの。

２ 地域主権改革と緑の分権改革

緑の分権改革

○ 緑の分権改革とは、それぞれの地域が、森・里・海とそれにはぐくまれるきれいな水

などの豊かな資源とそれにより生み出されうる食料やエネルギー、あるいは歴史文化資

産の価値等を把握し、最大限活用する仕組みを創り上げていくことによって、地域の活

性化、「絆」の再生を図り、「地域から人材、資金が流出する中央集権型の社会構造」

から、「地域の自給力と創富力を高める地域主権型社会」への転換を実現しようとする

もの。

○ 緑の分権改革とは、このように地方行財政制度を地域主権型に改革していくことにあわ

せて、個々人の生活や地域の経済についても、「人材や食料、エネルギー、資源等がで

きる限り地域で有効に活用される構造」に変えていくことにより、ヒト、モノ、カネ、

エネルギーの動きそのものを変革し、地域の自給力と創富力を高めるような社会システ

ムの構築を目指すもの。
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国民投票法改正案提出
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米海軍大学校 ピーター・ダットン教授と
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米ハドソン研究所で拉致問題解決のためのセミナー
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「治外法権」を解消し、真の主権を確立する

＝日米地位協定の改定（案）＝

日米地位協定は，在日米軍による施設・区域の使用を認めた日米安全保障条約第６条を受けて、我が国にお

ける米軍の地位や施設・区域（以下「基地」という。）の使用の在り方について定めた国会承認条約であり、厳密

な意味では、「地位協定」と「基地使用協定」の二つを併せ持つものである。本協定は、1960年に締結されて以来
、一度も改定が行われていない。

第二次世界大戦終了後、我が国のみならず、ヨーロッパ諸国においても、戦争状態が解消され主権が回復した

後もなお、駐留米軍があたかも占領軍であるかのような行動が許されてきた例があるが、ドイツやイタリアは、1990年代にそれぞれ、国民の支持と政府の努力により、ＮＡＴＯ軍地位協定という純粋な地位協定を補足するそ
れぞれの協定を改正あるいは締結し（ドイツではボン補足協定の改定、イタリアでは米軍駐留基地取極の締結）

、自国の主権を名実共に回復し、それ以降は、駐留米軍（基地）に対する国民の不満は大きく解消されたとされ

る。

翻って、我が国では、東西冷戦崩壊から20年余りが過ぎた今も、多くの米軍基地が存在し、多くの米軍人や軍
属が駐留し、それに伴い、事件・事故が絶えない。基地外で発生する事件の捜査や事故の処理に我が国の警察

を始めとする公的機関が排除される光景は珍しくない。また、自衛隊の航空機には許されない、住宅地や市街地

での低空飛行や夜間飛行を行う米軍の航空機を取り締まることさえできない。米軍基地内で重度の環境汚染が

疑われたとしても、その立入調査もできない。このような状況が許される法的根拠は、日米地位協定であり、同協

定を基盤とする様々な特例法である。例えば、上記の低空飛行等を取り締まれないのは、そのような飛行を禁止

する航空法の規定を米軍には適用しないとする航空特例法があるからである。さらに、日米合同委員会で、国会

の承認もなく、ほぼ秘密裏に決められる「合意」である。まさに日本は米軍による「治外法権」状態にあると言って

も過言ではない。

国民民主党は、政府に対し、日米地位協定の改定とともに、様々な特例法の見直しを要求するが、政府の取る

べき根本的な姿勢として、駐留米軍は我が国の施政の下にある領域においては我が国の主権に服し、地位協

定により認められる例外を享受するという、米軍も公的文書で認識している国際法の常識に立ち返って、以下の

要求に応えるべく、政府は、米国政府と交渉するべきである。
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国会Gメン 総会
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安らかに眠って下さい過ちは繰返しませぬから
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